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ステークホルダーとの持続可能なパートナーシップを発展させることで、⽣活者と地域社会への価値創出につなげ
「三⽅良しの関係」を実現し、ヤマトはリアルとIT双⽅のプラットフォームを⽀える⼀端を担う。

１．私たちの想い

▽提供価値

⽣活者 ＞ ・⽣活の質[QOL]向上

パートナー＞ ・販路拡⼤や簡易アフターサービス機能の活⽤

⾃治体 ＞ ・地域活性化（経済・⽣活）と財政の改善

⾮対⾯顧客接点

×

地域のパートナー ヤマトの多様化し続けるネットワークの活⽤

パートナーと共創価値創出
地域共創事業プラットフォーム
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２-①．都市型の共創価値
① 多摩市 ① 起伏の激しい地形で坂が多い

② 住宅設備の⽼朽化が進んでいるところがある
③ 今後後期⾼齢者の割合が増える
④ 近隣スーパーの撤退等で買い物困難者が増加

共創⽣活⽀援（異業種）＋ラストワンマイル共同輸送

ネコサポ会員
地域⼈⼝45,000⼈
約2,167⼈
（全⼈⼝⽐ ５％程度）

⼈⼝147,782⼈
⾯積21.01km2

⼈⼝密度7,034⼈/km2

地域課題：

地域包括ケアサポート
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２-②．ローカル型⼈と物の流れにおける共創価値
② 宮崎県⻄⽶良村 ① 地域の⼈と物の流動減少にともなうインフラ維持が困難。

② 地域産品の販路を拡⼤したい

⽣活のための⼈と物の流れにおけるインフラ安定＋販路拡⼤（海外輸出：2017年9⽉スタート）

⼈⼝1,240⼈
⾯積271.6km2

平均年齢 54.8歳
⼈⼝密度 3.93⼈/km2

地域課題：

客貨混載のプラットフォームを海外向け輸送に活⽤

宮崎
空港

⾹港
空港

宅急便
センター

宮崎交通
バス
センター

⽣産者

バス
停留所

郵便局

⾹港
宅急便
センター

飲⾷店

郵便局

JPと共同輸送
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３．⽣活⽤品調達および独居者への安⼼提供共創価値
⼤豊町 ① ⽣活⽤品や⾷材が調達が難しい

② ⺠⽣委員などの地域サポート⼈員の不⾜

お買い物便配達時の⾒守り⽀援

⼈⼝3,962⼈
⾯積315.06km2

平均年齢 63.1歳
⼈⼝密度11.4⼈/km2

宅急便お届け数 5,000件

主なユーザー
⾼齢者の中でも免許返納
者など移動⼿段に課題を
抱える⽅中⼼

地域物流：ヤマトのみ⾃社ネットワーク５稼動

地域課題:

5



４．ＩＯＴ活⽤した共創価値（道路メンテナンス）→⾒守り
浜松市 ① 道路損傷などの改修⼯事に時間がかかる

② 損傷把握を住⺠情報だよりになり初期対応ができていない

集配⾞両を活⽤した道路状況モニタリング
7⽇間での
路線⻑網羅率
82.5パーセント

⼈⼝795,350⼈
⾯積1,558.06 km2 

⼈⼝密度510⼈/km2

道路状況のモニタリングはもちろん、獲得でき
るデーターを活⽤して地域の⾒守り（⼦供た
ちやご⽼⼈など）への展開検討

地域課題:

道路やイン
フラ設備を
撮影

GPS情報
を取得、各
種データと
突合せ

⾛⾏時の
傾斜や衝
撃を測定

カメラ映像
送信、セン
サーの出⼒
データ保存
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５．取組みから⾒えた課題と提⾔

STEP １ 認識を変える
「豊かな社会の実現に貢献したい」
という思いを世の中に認識してもらう

サスティナブルな未来のまち

各企業の事業モデルの枠を越えて公的機関や地域社会と連携したオープンプラットフォームを構築
することでサスティナブルな未来のまち創りが実現できると考えます。

共創価値の実現

STEP ３ リレーションを組んで活動開始
共創価値創出に向けてパートナーとともに
POCを継続的に取組むリレーションを構築

STEP ２ コミュニケーションによる相互理解の深化
地域・⾏政・企業間における意⾒交換の
場を増加させることで相互理解を深める ②コミュニケーション

市町村 都道府県 中央官庁

企
業
A

企
業
B

地
域

③パートナーとのリレーションSTEP ４ パートナーと共創価値創出
地域課題の解決できる共創価値をパート
ナーと共に実現する

①認識

⾏政機関

GOAL サスティナブルな未来のまちを⽀える
パートナーとともに共創価値を創出し続ける
ことで地域を⽀えるパートナーの⼀端を担う
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